
1 
 

新たな大都市制度の検討について 

 

１ 「横浜市大都市自治研究会」について 

(1)  最近の開催状況 

開催日 会議 主な内容 

平成23年 12月 27日 第４回研究会

・横浜市に新たな大都市制度を導

入した場合の県への影響 

・第１次提言のイメージ 

平成24年１月31日 第５回研究会 第１次提言案の検討 

(2)  第１次提言の概要案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 研究会での主な意見 

  ○ 横浜市や神奈川県が直面している問題から、新たな大都市制度が必要だと

いうことを主張すべき。 

○ 県に対するプラスの影響、行政改革効果や経済効果など、大都市制度創設

のメリットを具体的な数値を用いて示す必要がある。 

○ 横浜市は現在でも行政効率が高いので、制度改正によってさらに効果を上

げていくという観点も必要 

○ 特別自治市への移行手続等の工程については、横浜市としても制度改正の

大きな方向性を示した方がよい。 

１ 趣旨 

２ 審議の経過 

３ 特別市制運動と指定都市制度 

４ 新たな大都市制度（横浜版特別自治市）創設の必要性 

５ 横浜版特別自治市の姿  

６ 新たな大都市制度創設に向けた課題整理 

 (1) 横浜市に特別自治市制度を導入した場合の神奈川県への影響 

 (2) 横浜版特別自治市の内部構造 

７ 横浜版特別自治市制度創設に向けた工程 

８ 第 2次提言に向けて 
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(4) 今後の予定 

    平成24年２月24日 第６回研究会 

平成24年３月 第１次提言 

  （＊第１次提言等も踏まえ、「横浜版特別自治市大綱（素案）」を策定予定） 

 

２ 「第 30次地方制度調査会」について 

(1) 最近の開催状況 

開催日 会議 主な内容 

平成23年 12月 15日 第２回総会 
地方自治法改正案に関する

意見について 

平成24年１月17日 第３回総会 今後の審議事項について 

平成24年２月２日 第６回専門小委員会 大都市のあり方について 

平成24年２月16日 第７回専門小委員会
特別自治市、大阪都構想につ

いてのヒアリング 

(2) 総会・専門小委員会での主な意見 

○ 大都市制度のあり方と同時に、衰退する市町村の問題もある。当面は  大

都市のあり方と基礎自治体のあり方の２点について審議を進めていくべき。 

○ 大都市制度でも地域の差異に応じたものをどれほど盛り込むかが課題。

方向性としては、経済戦略と住民自治強化の両立が考えられる。 

○ 市町村への権限や財源の移譲を進めることで解決できるのか。抜本的な

制度改革が必要なのか。 

○ 都道府県と市町村の間で、どのような二重行政が生じているのかあいま

いなまま議論されている。 

○ 画一的な行財政制度で大都市の活力がそがれている。二重行政廃止で無

駄をなくして都市の経済成長に投資できるようにすべき。政令市もバラエ

ティーに富んでいる。多様な大都市制度を考えなくてはいけない。 
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 (3) 今後の予定 

平成24年３月 第８回専門小委員会 

＜参考資料１：第３回総会配付資料＞ 

＜参考資料２：第６回専門小委員会配付資料＞ 

＜参考資料３：第７回専門小委員会配付資料＞ 

 

３ 「指定都市７市による大都市制度共同研究会」について 

(1)  最近の開催状況 

開催日 会議 主な内容 

平成24年 １月18日 第２回研究会
大都市圏に位置する大都市の規模、

能力と特別自治市創設のメリット 

平成24年 ２月15日 第３回研究会
特別自治市における区のあり方、

最終報告に向け検討すべき課題 

 (2) 研究会での主な意見 

 ○ 地域の特性を踏まえた大都市制度の必要性や、特別自治市を目指す大都市

が都市を分割せず一体として運営する必要性・メリットを明示すべき。 

   ○ 広域自治体の視点で大都市制度を設計するのではなく、基礎自治体優先の

原則を大前提として検討を進めるべき。 

 (3) 今後の予定 

平成24年３月下旬 中間報告 

 ＜参考資料４：第２回研究会資料＞ 

 ＜参考資料５：第３回研究会資料＞ 
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４ 「８市連携市長会議」について 

(1) 開催日 

平成 23 年 12 月 26 日 

(2) 出席者 

 横浜市長、川崎市長、横須賀市長、鎌倉市長、藤沢市長、逗子市長、    

大和市長、町田市長  

(3) 会議の目的  

８市（本市及び本市に隣接する７市）で、水平的・対等な連携を構築し、広

域的な課題解決を進めることで、圏域全体の発展を目指すこと  

(4) 会議での主な意見 

○ 神奈川県は市町村による広域連携の取組を積極的に支援していくとして

おり、８市連携は県のスタンスとも合致している。 

○ 地域主権の時代と言われる中で、基礎自治体が水平的・対等に連携を行う

ということは大変重要。８市の中でも、目的に沿って機動的な連携がとれる

体制づくりも必要。 

○ 市民ニーズを的確に捉え、迅速・柔軟な対応ができる基礎自治体が連携し

て取り組むことは、各市の市民サービスの向上、圏域全体の発展につながる。 

 ○ 観光・防災・社会的セーフティーネットの構築などについて、具体的に連

携を進めていくべき。 

 (5)  今後の予定 

    平成 24年３月 事務レベル会議（次回の市長会議の進め方を協議） 

＜参考資料６：第１回会議資料＞ 

 



第３０次地方制度調査会 第３回総会 次第 
 
 

平成 24年 1月 17日（火）14:30～ 

全国都市会館第１会議室 

 
 
 

１ 開会 

 

２ 今後の審議事項について 

 

３ 閉会 

 
 
 
 
＊ 配付資料 

・資料１ 第３０次地方制度調査会 諮問事項関連資料 
 

（参考資料） 
 ・地方自治法改正案に関する意見 
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